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第二次野田市障がい者活躍推進計画 

趣旨 

本市では、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35

年法律第 123号)第７条の３第１項の規定に基づき、厚生労

働大臣が定める障害者活躍推進計画作成指針に即して、本

市が実施する障がいのある職員の職業生活における活躍の

推進に関する取組について、令和２年４月に野田市障がい

者活躍推進計画を作成した。 

当該計画に基づき、障がい者の雇用の積極的な推進を含

め、障がい特性や個性に応じて能力を有効に発揮できるよ

う、全ての障がいのある職員が活躍できる環境づくりに努

めるとともに、障がいのある職員を含む全ての職員が働き

やすい職場づくりに向けて取り組んできた。 

当該計画の期間満了に伴い、これまでの取組結果を踏ま

えるとともに、令和５年３月に障害者活躍推進計画作成指

針が一部改正されたことから、当該計画に必要な内容を追

加・変更し、今後も継続した取組を推進していくため、第二

次野田市障がい者活躍推進計画を策定する。 

機関名 

① 野田市 

② 野田市教育委員会 

③ 野田市議会事務局 

④ 野田市選挙管理委員会事務局 

⑤ 野田市監査委員事務局 

⑥ 野田市農業委員会事務局 

⑦ 野田市消防本部 

⑧ 野田市水道部 

任命権者 

① 野田市長 

② 野田市教育委員会 

③ 野田市議会議長 

④ 野田市選挙管理委員会 

⑤ 野田市代表監査委員 

⑥ 野田市農業委員会 

⑦ 野田市消防長 

⑧ 野田市水道事業管理者 

計画期間 令和７年４月１日から令和１２年３月 31日まで 
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障がい者雇用に

関する課題 

※①②⑧のみ 

○ 令和６年６月１日現在、障がい者の法定雇用率を達成し

ている。この状態を維持、拡大するためには、現在任用し

ている障がい者が定年等により退職する場合に備えて、

障がい者を計画的に採用する必要がある。なお、障がい

者である職員が活躍するために、適宜体制整備に努める

こととする。 

 

○ 障がい者雇用施策の充実を図るため、知的障がい者及び

精神障がい者を会計年度任用職員として雇用する「障が

い者雇用室」を令和２年１月に創設した。「障がい者雇用

室」は、一時的な訓練の場としてではなく、随時業務の拡

大を図りながら、市役所全体が継続的な職場となるよう

に努めることする。 

目標 

１ 採用に関す

る目標 

※①②⑧のみ 

○ 法定雇用率以上の雇用率とする。 

 

令和６年６月１日現在 3.33％（法定雇用率 2.80％） 

 算定基礎人数  1,125.0人 

 障がい者数     39.5人 

 不足人数       0.0人 

※特例認定 

・野田市及び野田市教育委員会（平成 30年 12月 19日） 

・野田市、野田市教育委員会及び野田市水道部（令和６年１

月 30日） 

（評価方法）毎年の任免状況通報により把握及び進捗管理 

 

○ 「障がい者雇用室」において、令和６年度は 10 名の知

的障がい者及び精神障がい者を雇用しているが、各課へ

の配置や業務拡大の状況を踏まえ、新規の採用を検討し

ていく。 
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２ 定着に関す

る目標 

※①②⑧のみ 

○ 雇用された障がい者が職場の働きにくさ等を理由とし

た不本意な退職をしないことを目指す。 

（評価方法）毎年、人事記録を元に、把握及び進捗管理 

 

○ 「障がい者雇用室」において、各業務に継続した従事が

できるよう、障がい者一人一人の特性を理解し、業務の

分解及びマッチング作業を行う。また、ジョブコーチ及

びジョブサポーターを配置し、職員がこれらの者と連携

し、障がい者が働きやすい環境づくりを進める。 

 

〇必要に応じて、就労支援機関等とも連携し、定着に関す

る目標達成に向けた取組を進める。 

 

取組内容 

１ 障がい者の

活躍を推進す

る体制整備 

 

○ 障がい者雇用推進者として次の者を選任する。 

   総務部長 

 

○ 障がい者である職員の相談窓口は次のとおりとする。 

   総務部人事課人事研修係 

 

○ 障がい者職業生活相談員は次のとおりとする。 

   総務部人事課職員 

 

○ 障がい者雇用推進チーム 

法定雇用率の達成及び障がい者である職員が活躍でき

る職場環境の整備について、積極的に取り組む体制を整

えることを目的とする。 

（構成員）  

総務部長、人事課長、行政管理課長、財政課長、障がい

者支援課長、教育総務課長及び障がい者である職員 

 

○ 障がい者雇用室 

随時業務の拡大を図りながら、障がい者雇用室から各

職場での業務への移行を図り、市役所全体が継続的な職

場となるように努める。 
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２ 障がい者の

活躍の基本と

なる職務の選

定及び創出 

○ 障がいの特性に応じた職務を選定及び創出する。 

 

○ 身体障がい等により従来の業務遂行が困難となった障

がい者から相談があった場合は、負担なく遂行できる業

務の選定及び創出について検討する。 

３ 障がい者の

活躍を推進す

るための環境

整備及び人事

管理 

○ 相談窓口で相談を受けるほか、人事評価（自己申告書や

面談）等を通じて、障がい者である職員が必要とする配

慮を把握し、合理的配慮の範囲内で必要な措置を講じる

よう努める。 

 

○ 職員の募集や採用に当たっては、障がい者からの要望を

踏まえ、合理的配慮の範囲内で必要な措置を講じるよう

努める。 

 

○ 「障がい者雇用室」においては、業務に従事する職員の

募集を行うなど、障がい特性に配慮した選考方法や職務

の選定を工夫し、知的障がい者、精神障がい者及び重度

障がい者の積極的な採用に努める。 

 

○ 職員の意識改革のための職員研修を実施し、知的障がい

者及び精神障がい者の特性を十分に理解し、職場に受け

入れる体制と意識の向上に努める。 

 

○ 時間単位の年次有給休暇や、療養休暇などの各種休暇の

利用を促進する。 

４ その他 

○ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推

進等に関する法律（平成 24 年法律第 50 号）に基づく障

害者就労施設等への発注を通じて、障がい者の活躍の場

の拡大を推進する。 

 

 

 

 


